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そ

内里山推進会議等を開

の

催するとともに、下草

他

刈り等里山の整備を行

　

いました。また、市民

】

、大学、自然環境
保全

【

団体と協働で市民・大

協

学交流事業や子ども環

働

境教室を実施するなど

：

、自然環境保全活動が

】

活発に行われました。

目

Ａ：成果があがった

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

里山

種

保全推進事業

環境部　

類

環境政策課

01－04 ハ0104－04000 ー0 ● ○

03 基本目標３

ド

　　人と自然が調和し

ソ

た、やすらぎのあるま

フ

ち
総合計画の

01 ①〈

ト

自然との共生〉四季を

根

通じて豊かな恵みを与

拠

えてくれる自然と親し

法

む
位置付け

02 2 自

令

然と親しめる場づくり

等

を進める

平塚市環境基

対

本条例

市民、事業者、象 行政などすべてのもの・

□ □ □ □ 市民、市民活

受

動団体、大学、学校

里

益

山を復元するとともに

者

、復元された里山を自

事

然とのふれあい 自然環

業

境評価結果に基づき、

期

西部丘陵地域の自然を

間

保全するた
や憩いの場

委

、また生産の場として

託

活用し、自然環境保全

、

活動が め、市民や市内

協

の大学との協働による

働

里山の手入れや里山モ

【

デ
活発に行われていま

委

す。 ル地区での活動な

託

どを実施します。

里山

：

保全活動開催回数 回

里

3

山保全協議会、大学交

セ

流、子ども環境教室の

ク

開催回数

7 7 9 9 9 9

・

7 9

里山保全活動参加

財

者数 人

里山保全協議会

団

、大学交流、子ども環

企

境教室の活動参加者数

業

400 450 600 6

Ｎ

00 600 600

36

Ｐ

3 578

①：予定どお

Ｏ

り

里山保全協議会,庁
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位

全活動範囲の拡大を図

施

るためには、地元自治

策

会や地権者の協力・理

へ

解が欠かせません。地

の

元住民の参加を得
られ

貢

ていない状況を踏まえ

献

、土屋地区里山モデル

高

事業を継続して実施す

市

る一方、説明会を定期

民

的に開催し、情報提供

満

等地域に密
着した事業

足

の実現を図ります。

協

度

議会の開催及び協議会

を

の開催及び協議会の開

高

催及び協議会の開催及

め

び協議会の開催及び協

る

議会の開催及び

里山保

方

全活動の実里山保全活

策

動の実里山保全活動の

業

実里山保全活動の実里

有

山保全活動の実里山保

効

全活動の実

施 施 施 施 施

性

施

0 0 0 0 0 0 0

0 0

継

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

続

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

に

526 446 624 6

よ

24 624 624

0 5

る

26 446 624 62

成

4 624 624

－ － －

果

0.00 0.70 0.

向

69 0.69 0.69

上

0.69 0.69

0.

の

00 0.00 0.00

可

0.00 0.00 0.

能

00 0.00

0 5,8

性

74 5,790 5,7

低

66 5,766 5,7

そ

66 5,766

0 6,

の

400 6,236 6,

他

390 6,390 6,

事

390 6,390

● ○

業

○ ○ ○ ○ ○

西部丘陵地

の

域に残された貴重な自

目

然環境を次世代に引き

的

継ぐとともに、里山の

､

もつ多面的機能の活用

対

を図るため、市民との

象

協働
による里山保全モ

､

デル事業の推進及び検

内

証を行うとともに、地

容

権者や地元自治会の一

分

層の理解促進に努めま

高

す。

市民を主体とした

受

継続的な里山保全活動

益

の促進を図ります。ま

者

た、事業説明会等によ

負

り地権者や地元自治会

担

との合意形成を図り
、

､

里山保全協議会への参

補

加を促進します。また

助

、保全計画に基づく里

額

山の整備を進めます。

妥

市民活動団体や大学、

当

地元自治会など、地域

性

社会との協
働によるモ

中

デルケースの事業促進

業

及び事業検証を行うと

務

ともに、地権者や地元

の

自治会との合意形成に

執

努め、里山
の保全・再

行

生・活用を促進してい

体

きたいと考えています

制

。

(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

生活様式の変化や農家

出

の高齢化等を背景に里

総

山の管理が
●□ 行き届

合

かず、その恵み多き機

評

能が失われてきていま

価

す。

■ 里山の持つ多面

市

的機能を次世代に引き

民

継いでいくため、 ○
■

ニ

荒廃した里山の保全再

ー

生・活用を促進します

ズ

。

■ 社会経済活動にお

高

ける便利さや豊かさの

事

追求は、地球環
●□ 境

業

に大きな負荷を与え、

目

地球温暖化対策が喫緊

的

の課題で

■ す。継続的

の

に実施される里山の再

達

生、保全及び活用の活

成

○
□ 動は、地球温暖化

状

対策に寄与するもので

況

す。

■ 保全・再生する

必

里山の範囲拡大に伴い

要

、ボランティア組
○

■

性

織の養成や活動団体へ

市

の運営費及び資器材購

の

入費補助制
●

■ 度の充

関

実が望まれます。また

与

、職員体制の見直しが

の

急務
○

□ です。

□ 行政

必

による民地（山林）の

要

賃貸借を発展的に解消

性

します
○

■ 。また、県

低

の支援制度の活用など

事

により、地域住民、市

そ

●
■ 民活動団体等を主

の

体とする活動体制への

他

移行を目指しま
○

□ す

上

。

里地里山の再生・保
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展

を進めま
の事業説明会

開

を随時開催する。また

平

す。
保全計画に基づき

成

、里山の整備を進
める

2

。

－ 実施計画事業／行

1

政改革事業 実施計画事

年

業

度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

用地交渉を重ね里山保全モデル事業 里山保全協議会,庁内里山推進会議
用地を拡大した。組織体制の確立の 等を開催するとともに、下草刈り等
ため、地権者、環境保全団体、小学 里山の整備を行いました。また、市
校、有識者、農業委員への参加を呼 民、大学、自然環境保全団体と協働
びかけ里山保全協議会を設立し、市 で市民・大学交流事業や子ども環境
民ボランティアと散策路の整備、下 教室を実施するなど、自然環境保全

５

草刈り等を実施した。

.

地元自治会、 活動が活

事

発に行われました。
山

業

林・農地地権者を対象

展

に事業説明
会を開催し

開

た。庁内里山推進会議

の

で
は事業計画を研究し

経

た。市民大学交
流事業

緯

や子ども環境教室を市

平

民、大
学、自然環境保

成

全団体と協働で実施
し

1

た。これらにより自然

8

環境保全活
動が活発に

年

行われた。

里地里山の

度

再生・保全活動範囲の

事

拡 里地里山の再生・保

業

全活動範囲の拡
大を図

分

るためには、地元自治

平

会や地 大を図るために

成

は、地元自治会や地
権

1

者の協力・理解が必須

9

である。地 権者の協力

年

・理解が欠かせません

度

。
元住民の参加を得ら

事

れていない状況 地元住

業

民の参加を得られてい

分

ない状
に鑑み、土屋地

平

区里山モデル事業を 況

成

を踏まえ、土屋地区里

2

山モデル事
継続して実

0

施する一方、説明会を

年

定 業を継続して実施す

度

る一方、説明会
期的に

事

開催し、情報提供等地

業

域に密 を定期的に開催

分

し、情報提供等地域
着

進

した事業の実現を図る

捗

。 に密着した事業の実

状

現を図ります。

－ 拡大

況

して継続 現状の規模で

主

継続

市民を主体とした

な

継続的な里山保全 市民

取

を主体とした継続的な

組

里山保全
活動の促進を

と

図る。地元自治会や土

成

活動の促進を図ります

果

。また、事業
地所有者

検

の里山保全協議会への

証

参加 説明会等により地

結

権者や地元自治会
を促

果

し、自然環境保全の必

平

要性・重 との合意形成

成

を図り、里山保全協議

2

要性について、市民と

0

の合意形成を 会への参

年

加を促進します。また

度

、保
図るため、自治会

へ

及び地権者集会で 全計

の

画に基づく里山の整備
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そ

、参加者数が目標に至

の

りませんでした。

Ｃ：

他

十分に成果をあげるこ

　

とができなかった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

よみ

種

がえれ、ふるさとのせ

類

せらぎ事業

まちづくり

ハ

事業部　みどり公園・

ー

水辺課

01－0803 ド01－040000 ○ ソ●

03 基本目標３　　

フ

人と自然が調和した、

ト

やすらぎのあるまち
総

根

合計画の
01 ①〈自然

拠

との共生〉四季を通じ

法

て豊かな恵みを与えて

令

くれる自然と親しむ
位

等

置付け
02 2 自然と

対

親しめる場づくりを進

象

める

市民,水辺利用者・           受    ～ 平成２１年益 度

□ □ □ □ あじさいの

者

会

地域の人々が地域の

事

川を知り、大切にする

業

心をはぐくみ、水辺 水

期

辺に親しめる環境づく

間

りのため、河内川で啓

委

発イベントを開
に親し

託

む環境づくりが進んで

、

います。 催し市民によ

協

る施設の維持管理を目

働

指します。

イベント回

【

数 回

－

3 3 3

3 3

イベ

委

ント参加者数 人

－

10

託

0 130 150

60 5

：

0

③：遅れている

イベ

3

ント実施日が他のイベ

セ

ントと重複しており、

ク

参加者が分散したため

・

。

上流探検会１回、生

財

き物調べ２回を実施し

団

ました。生き物調べを

企

実施することによって

業

水質調査が数値だけで

Ｎ

なく実態として河
川環

Ｐ

境が改善されているこ

Ｏ

とが理解出来ましたが
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位

－ －

0.00 0.46

施

0.46 0.56 0.

策

00 0.00 0.00

へ

0.00 0.00 0.

の

00 0.00 0.00

貢

0.00 0.00

0 3

献

,860 3,860 4

高

,680 0 0 0

0 3,

市

926 3,860 4,

民

680 0 0 0

○ ○ ○ ○

満

○ ● ○

神奈川県が実施

足

している湘南里川制度

度

へ移行するため、平塚

を

市としての事業は終了

高

となります。

終了対象

め

地域との協働で進めて

る

きた事業であり、今後

方

は神奈川県
が主体とな

策

って湘南里川制度に移

業

行完了することを期待

有

します。

効性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

河内川については、河

出

川環境への関心が高く

総

アジサイの
●□ 植栽な

合

どの活動を通し市民ニ

評

ーズは高いことから、

価

必要

□ 性は高いと思わ

市

れます。 ○
□
□ かつて

民

の「どぶ川」から地域

ニ

活動により環境が改善

ー

され
●□ てきているお

ズ

り、継続した活動をと

高

おし更なる向上が見

■

事

込めることから、有効

業

性は高いと思われます

目

。 ○
□
■ 河川環境の向

的

上を目的とし進めてき

の

た事業であり、地域
○

達

□ 住民が継続して美化

成

活動を行う必要があり

状

ます。
●

□
○

□
□ 地域

況

住民との協働により河

必

川環境を向上する必要

要

があり
○

□ ます。
●

■

性

○
□

少しずつではあり

市

ますが、河川環境が向

の

上してきています。今

関

後は生き物調べなど地

与

域住民が主体となって

の

調査活動が行えるよ
う

必

、地域を育成指導する

要

必要があります。

調査

性

・観察会の開調査・観

低

察会の開調査・観察会

事

の開

催 催 催

0 0 0 0 0

そ

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

他

0 0 0

0 66 0 0 0 0

上

0

0 66 0 0 0 0 0

－



6 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

上流探検会1回、生き物調べ2回を実 上流探検会１回、生き物調べ２回を
施。生き物調べを実施することによ 実施しました。生き物調べを実施す
って水質調査が数値だけでなく実態 ることによって水質調査が数値だけ
として河川環境が改善されているこ でなく実態として河川環境が改善さ
とが理解出来たが、参加者数が目標 れていることが理解出来ましたが、
に至らなかった。 参

５

加者数が目標に至りま

.

せんでした
。

少しずつ

事

であるが河川環境が向

業

上し 少しずつではあり

展

ますが、河川環境
てき

開

ている。今後は生き物

の

調べなど が向上してき

経

ています。今後は生き

緯

地域住民が主体となっ

平

て調査活動が 物調べな

成

ど地域住民が主体とな

1

って
行えるよう地域を

8

育成指導する必要 調査

年

活動が行えるよう、地

度

域を育成
がある。 指導

事

する必要があります。

業

－ 現状の規模で継続 終

分

了

継続して実施してい

平

く。 終了対象

－ 実施計

成

画事業／行政改革事業

1

－

9年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



7 頁

そ

分に成果をあげること

の

ができなかった

他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

水辺

種

の散策路整備促進事業

類

まちづくり事業部　み

ハ

どり公園・水辺課

01 ー－080301－05 ド0000 ○ ●

03 基本

ソ

目標３　　人と自然が

フ

調和した、やすらぎの

ト

あるまち
総合計画の

0

根

1 ①〈自然との共生〉

拠

四季を通じて豊かな恵

法

みを与えてくれる自然

令

と親しむ
位置付け

02

等

2 自然と親しめる場

対

づくりを進める

市民、象 水辺利用者

■ □ □ □ 馬

・

入水辺の楽校

馬入橋か

受

ら神川橋までの高水敷

益

に水辺の散策路を整備

者

し、川に 河川に親しめ

事

る環境づくりのため、

業

河川管理者に水辺の散

期

策路
親しめる環境づく

間

りを河川管理者と進め

委

ています。 の整備促進

託

を働きかけます。

流域

、

住民との検討会開催回

協

数 回

流域住民との検討

働

会の実施回数

1 2 3 3

【

3 3

1 2

国への要望回

委

数 回

－

1 1 1 1 1 1

1

託

1

利用可能な水辺の散

：

策路延長割合 ％

馬入水

3

辺の楽校エリア内の散

セ

策路整備率

－ 30 60

ク

40 - -

－ 0

①：予定

・

どおり

馬入水辺の楽校

財

で活動している地域住

団

民等との意見交換会を

企

１回実施しました。ま

業

た、国に対し散策路の

Ｎ

整備延伸を協議し、そ

Ｐ

の要望の結果、国が予

Ｏ

算化しました。

Ｃ：十



8 頁

位

、国検討会の実施、国

施

などへ要望書の提など

策

へ要望書の提などへ要

へ

望書の提などへ要望書

の

の提などへ要望書の提

貢

などへ要望書の提

出 出

献

出、散策路等の維出、

高

散策路等の維出、散策

市

路等の維出

持管理 持管

民

理 持管理

0 0 0 0 0 0

満

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

足

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

度

0 0

0 4 333 1,0

を

34 1,034 1,0

高

34 1,034

0 4 3

め

33 1,034 1,0

る

34 1,034 1,0

方

34

－ － －

0.00 0

策

.57 0.57 0.5

業

7 0.62 0.62 0

有

.62

0.00 0.0

効

0 0.00 0.00 0

性

.00 0.00 0.0

継

0

0 4,783 4,7

続

83 4,763 5,1

に

81 5,181 5,1

よ

81

0 4,787 5,

る

116 5,797 6,

成

215 6,215 6,

果

215

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

向

バリアフリー化を進め

上

る必要からも継続した

の

要望活動や整備に伴う

可

管理費用の増加が考え

能

られます。

馬入花畑と

性

の一体的な管理により

低

フレキシブルな対応を

そ

図ります。

上流域まで

の

の整備については、河

他

川環境(不法投棄や不

事

法耕作)等が解消され

業

た段階において整備す

の

ることが望
ましいと考

目

えます。

的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

馬入の河川敷は不法投

出

棄などの環境改善を目

総

的とし花畑
●□ などの

合

整備が国・県・市の事

評

業として進めてきまし

価

た。

□ 近年では、利用

市

者も増加し、堤防道路

民

との回遊性を持た ○
□

ニ

せたルートの整備は必

ー

要性が高いと思われま

ズ

す。

□ 車椅子利用者や

高

お年寄りのためにも、

事

バリアフリー化を
●■

業

図る必要があることか

目

ら、有効性は高いと思

的

われます。

□ ○
□
■ 「

の

馬入花畑」や「水辺の

達

楽校」エリアの利用者

成

増加にと
○

□ もない、

状

散歩やサイクリングな

況

どの市民ニーズも高ま

必

っ
●

□ ていることから

要

、より一層の環境改善

性

を図る必要があり
○

□

市

ます。

□ 整備は国で行

の

い、維持管理は市で行

関

うことが約束されて
○

与

□ いることから、国に

の

よる整備を働きかけま

必

す。
●

□
○

■

整備は国

要

で行い、維持管理は市

性

で行うことが約束され

低

ており、今後の管理費

事

用の増加が見込まれま

そ

す。

検討会の実施、国

の

検討会の実施、国検討

他

会の実施、国検討会の

上

実施、国検討会の実施



9 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

馬入水辺の楽校で活動している地域 馬入水辺の楽校で活動している地域
住民等との意見交換会の実施1回。 住民等との意見交換会を１回実施し
国に対し散策路の整備延伸を協議し ました。また、国に対し散策路の整
た。また、要望の結果、国が予算化 備延伸を協議し、その要望の結果、
した。 国が予算化しました。

整備は国で行うが、維持管理は市で 整備は国で行い、維持管理は市で行
行うことが約束さ

５

れており今後の管 うこ

.

とが約束されており、

事

今後の管
理費用の増加

業

が見込まれる。 理費用

展

の増加が見込まれます

開

。

－ 拡大して継続 拡大

の

して継続

馬入花畑との

経

一体的な管理によりフ

緯

馬入花畑との一体的な

平

管理によりフ
レキシブ

成

ルな対応を図る。 レキ

1

シブルな対応を図りま

8

す。

－ 実施計画事業 実

年

施計画事業

度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への



10

Ｏ その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

海

業

岸浸食対策促進事業

ま

種

ちづくり事業部　みど

類

り公園・水辺課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

03 基本目

ド

標３　　人と自然が調

ソ

和した、やすらぎのあ

フ

るまち
総合計画の

01

ト

①〈自然との共生〉四

根

季を通じて豊かな恵み

拠

を与えてくれる自然と

法

親しむ
位置付け

02 2

令

 自然と親しめる場づ

等

くりを進める

市民、海対 浜利用者

□ □ □ □

美し

象

く広々とした砂浜が確

・

保されています。 美し

受

い海浜を確保するため

益

、ヘッドランドや人口

者

リーフ・養浜
など、海

事

岸浸食対策事業の推進

業

を県に働きかけます。

期

県への要望回数 回

－

1

間

1 1 1 1 1

1 1 1

ヘッ

委

ドランド（横堤）整備

託

進捗率 ％

県のヘッドラ

、

ンド事業における全体

協

事業費に対する割合

6

働

8 81 90 95 100

【

-

　 75.1 81

①：

委

予定どおり

県への要望

託

活動を行い、消波ブロ

：

ックを設置しました。

3

Ａ：成果があがった

セク・財団 企業 ＮＰ
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上

1,337 920 92

位

0 920

0 1,343

施

1,343 1,337

策

920 920 920

●

へ

○ ○ ○ ○ ○ ○

県への要

の

望活動を引続き行いま

貢

す。

県への要望活動を

献

引続き行います。

計画

高

延長が出来るまで引続

市

き要望活動を行ってい

民

きます
。

満足度を高める方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 平塚海岸の侵食対策

抽

であり、必要性は高い

出

と思われます
●□ 。

□

総

○
□
□ ヘッドランドが

合

延長されることにより

評

、海岸侵食が抑制
●□

価

され泳げる海の延伸が

市

期待できることから、

民

有効性は高

■ いと思わ

ニ

れます。 ○
□
□ 平塚海

ー

岸の侵食を防止し、さ

ズ

らなる保全を図る必要

高

があ
○

□ ります。
●

□

事

○
■
□ 今後も県に対し

業

て要望活動を行ってい

目

きます。
○

□
●

□
○

■

的

県事業の進捗が図られ

の

ていないため、侵食対

達

策が遅れる可能性があ

成

ります。また、養浜対

状

策のため砂の確保が課

況

題です。

海岸浸食対策

必

の促海岸浸食対策の促

要

海岸浸食対策の促海岸

性

浸食対策の促海岸浸食

市

対策の促海岸浸食対策

の

の促

進 進 進 進 進 進

0 0

関

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

与

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

の

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

必

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

要

－ － －

0.00 0.1

性

6 0.16 0.16 0

低

.11 0.11 0.1

事

1

0.00 0.00 0

そ

.00 0.00 0.0

の

0 0.00 0.00

0

他

1,343 1,343
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果が

頁

あがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

県への要望活動を行った。消波ブロ 県への要望活動を行い、消波ブロッ
ックを設置した。 クを設置しました。

県事業の進捗が図られていないため 県事業の進捗が図られていないため
、侵食対策が遅れる可能性がありま 、侵食対策が遅れる可能性がありま
す。また、養浜対策のため砂の確保 す。また、養浜対策のため砂の確保
が課題です。 が課題です。

－ 現状の規模で継続 現状の規模で継続

県への要望活動を引続き行う。 県への要望活動を引続き行い

５

ます。

－ 実施計画事業

.

実施計画事業

事業展開の経緯

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ
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Ｏ

分に成果をあげること

そ

ができなかった

の他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

頁

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成18年度 平成19年

１

度 平成20年度 平成2

.

1年度 平成22年度 平

事

成23年度 平成24年

業

度
目

標

実

績

指標名 単位

の

説明・算定式

成果指標

位

① 平成18年度 平成1

置

9年度 平成20年度 平

付

成21年度 平成22年

け

度 平成23年度 平成2

事

4年度
目

標

実

績

指標名

務

単位

説明・算定式

成果

事

指標② 平成18年度 平

業

成19年度 平成20年

名

度 平成21年度 平成2

事

2年度 平成23年度 平

業

成24年度
目

標

実

績

担当

進捗状況
遅

予

れている理由

平成20

算

年度の主な取組と成果

科

平成20年度
の検証結

目

果

事業評価シート (

事

平成20年度分) 頁

自

業

然観察園整備事業

社会

種

教育部　博物館

01－ 類100504－030 ハ000 ● ○

03 基本目

ー

標３　　人と自然が調

ド

和した、やすらぎのあ

ソ

るまち
総合計画の

01

フ

①〈自然との共生〉四

ト

季を通じて豊かな恵み

根

を与えてくれる自然と

拠

親しむ
位置付け

02 2

法

 自然と親しめる場づ

令

くりを進める

市民

□ □

等

□ □

市民が里山の自然

対

環境に親しむ機会を多

象

くもち、多様な環境学

・

土屋地区の豊かな里山

受

環境を、自然に親しむ

益

場として、また環
習を

者

繰り広げています。 境

事

学習を行う場として活

業

かしていくため、既存

期

緑地を活用した
自然観

間

察ウォーキングを催し

委

ます。

イベント開催回

託

数 回

自然観察ウォーキ

、

ングなどの開催回数

3

協

5 6 4 4 4

4 3

イベン

働

ト参加者数 人

自然観察

【

ウォーキングなどの参

委

加者数

50 100 10

託

0 40 40 40

50 3

：

1

③：遅れている

自然

3

観察園整備事業は地元

セ

の理解と協力が欠かせ

ク

ないため、時間が必要

・

です。

自然観察ウォー

財

キングを２回、土屋子

団

ども探検隊を１回、実

企

施することにより、市

業

民が里山の自然環境に

Ｎ

親しむ機会をもつこと

Ｐ

ができました。

Ｃ：十
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上

00 0.00

0 1,6

位

79 1,679 836

施

836 836 836

0

策

1,679 1,971

へ

878 878 878 8

の

78

○ ○ ● ○ ○ ○ ○

ガ

貢

イドマップを用いて、

献

生物担当学芸員の受け

高

持つ事業の範囲で実施

市

します。

ガイドマップ

民

の活用を図り事業を展

満

開します。

この事業を

足

推進するためには、博

度

物館独自の事業のほか

を

に、関連した他課との

高

協働事業を展開するの

め

も、ひとつ
のあり方か

る

と考えます。

方策
業 有効性

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善によ

頁

る効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22

項

年度 平成23年度 平成

目

24年度

決算額 決算額

分

決算額 予算額 試算額 試

析

算額 試算額

事業内容

国

の

庫支出金
財

県支出金
源

視

起債
内

その他　特財
訳

点

一般財源

事業費（A）

左

執行率（%）

内 職員（

記

人）

訳 再任用（人）

人

の

件費（B）

フルコスト

視

（A+B）

点に

４.今後の事業展

関

開（担当課としての提

す

案）
平成22年度の事

る

業の方向性

現状の規模

分

で継続 拡大して継続 縮

析

小して継続 廃止 休止 終

・

了 他事業と統合

＜判断

課

理由＞

平成22年度の

題

取組方針

課長コメント

の

■ 市民が里山の自然環

抽

境に親しむ機会を持つ

出

ために必要で
●■ す。

総

■ ○
□
□ 自然観察ウォ

合

ーキングなどの開催を

評

継続することで、理
●

価

□ 解と協力の意識を高

市

めます。

■ ○
□
■ 生物

民

担当学芸員のできる範

ニ

囲で事業を進めていま

ー

す。
○

□
○

■
●

□
□ 関

ズ

連各課と協働で事業を

高

展開する必要がありま

事

す。
○

□
○

□
●

■

自然

業

観察園の計画は地域の

目

理解と協力が必要です

的

が、必要性と効果を理

の

解していただくのに時

達

間がかかります。

自然

成

観察ウォーキ自然観察

状

ウォーキ自然観察ウォ

況

ーキ自然観察ウォーキ

必

自然観察ウォーキ自然

要

観察ウォーキ

ングの実

性

施 ング、ガイドマッン

市

グの実施 ングの実施 ン

の

グの実施 ングの実施

プ

関

の作成

0 0 0 0 0 0 0

与

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

必

0

0 0 292 42 42

要

42 42

0 0 292 4

性

2 42 42 42

－ － －

低

0.00 0.20 0.

事

20 0.10 0.10

そ

0.10 0.10

0.

の

00 0.00 0.00

他

0.00 0.00 0.
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の展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ｃ：十分に

頁

成果をあげることができ
なかった

－ ①：予定どおり ③：遅れている

自然観察ウォーキングを3回、土屋 自然観察ウォーキングを２回、土屋
子ども探検隊を1回、実施すること 子ども探検隊を１回、実施すること
により、市民が里山の自然環境に親 により、市民が里山の自然環境に親
しむ機会をもつことができた。 しむ機会をもつことができました。

自然観察園の計画を進めるため、継 自然観察園の計画は地域の理解と協
続的な実施が必要である。 力が必要ですが、必要性と効果を理

解してい

５

ただくのに時間がかか

.

りま
す。

－ 現状の規模

事

で継続 縮小して継続

ガ

業

イドマップの活用を図

展

り事業を展 ガイドマッ

開

プの活用を図り事業を

の

展
開していく。 開しま

経

す。

－ 実施計画事業 実

緯

施計画事業

平成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度へ


